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1. 2022年12月期の連結業績（2022年1月1日～2022年12月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期 31,792 6.3 1,287 68.5 1,431 52.5 854 70.5

2021年12月期 29,909 2.9 763 49.7 938 49.3 501 131.7

（注）包括利益 2022年12月期　　961百万円 （57.3％） 2021年12月期　　611百万円 （107.9％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年12月期 522.19 ― 11.5 7.1 4.0

2021年12月期 306.33 ― 7.3 5.1 2.6

（参考） 持分法投資損益 2022年12月期 ―百万円 2021年12月期 ―百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年12月期 21,109 8,768 36.8 4,752.89

2021年12月期 18,968 7,959 37.1 4,300.95

（参考） 自己資本 2022年12月期 7,778百万円 2021年12月期 7,038百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2022年12月期 1,297 △220 △549 5,525

2021年12月期 1,217 201 △627 4,997

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産
配当率
（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年12月期 ― 0.00 ― 70.00 70.00 114 22.8 1.7

2022年12月期 ― 0.00 ― 80.00 80.00 130 15.3 1.8

2023年12月期(予想) ― 0.00 ― 85.00 85.00 16.0

3. 2023年12月期の連結業績予想（2023年 1月 1日～2023年12月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 15,700 3.5 670 6.3 730 1.9 430 6.8 262.74

通期 32,400 1.9 1,320 2.5 1,460 2.0 870 1.8 531.59



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年12月期 1,740,330 株 2021年12月期 1,740,330 株

② 期末自己株式数 2022年12月期 103,745 株 2021年12月期 103,745 株

③ 期中平均株式数 2022年12月期 1,636,585 株 2021年12月期 1,636,661 株

（参考）個別業績の概要

2022年12月期の個別業績（2022年1月1日～2022年12月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期 20,067 13.0 714 192.4 915 108.5 639 101.9

2021年12月期 17,766 3.1 244 236.1 438 86.4 316 315.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

2022年12月期 390.93 ―

2021年12月期 193.66 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年12月期 16,553 6,976 42.1 4,262.96

2021年12月期 14,571 6,444 44.2 3,937.99

（参考） 自己資本 2022年12月期 6,976百万円 2021年12月期 6,444百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及
び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料Ｐ．４「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

(1) 当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、中国におけるゼロコロナ政策に起因する物流網の停滞やロシア・ウクライ

ナ情勢の長期化により世界各国で資源価格が高騰する中、国内では新型コロナウイルス感染症の感染が拡大と収束を

繰り返す状況で推移いたしました。さらに秋口以降はドル高円安傾向が続き、食料品や生活用品などあらゆる物価が

上昇し、先行き不透明な状況が続きました。

建設業界におきましては、公共投資及び民間投資共に底堅い動きで推移し、製造業を中心に企業収益の改善が続

き、設備投資需要も回復してきましたが、鋼材等の原材料価格は高止まりしており、建設資材メーカーから2023年中

の値上げの事前アナウンスが相次ぐなど、厳しい経営環境が続いております。

当社グループにおきましては、４月から東証スタンダード市場へ移行し、新たなステージへステップアップしまし

たが、「内装建材事業」、「エクステリア事業」、「住環境関連事業」全ての事業セグメントにおいて、一年を通じ

て過去に経験したことが無い水準で、仕入価格の値上げラッシュに直面いたしました。

当社が担う内装建材事業及び住環境関連事業におきましては、仕入価格の高騰から価格転嫁の必要性に迫られたこ

ともあり、粘り強く得意先との間で価格交渉を進めて参りました。値上がりに備えた販売在庫の早期確保や、高騰す

る価格相場に対応した適正な販売価格の維持を徹底したことなどにより、前期比で増収増益となりました。

連結子会社が担うエクステリア事業におきましても、巣ごもり需要は一巡しましたが、仕入先との契約条件の見直

しが進んだことや、一部消費者の中で積み上がった家計貯蓄から、高価格帯エクステリア商品の需要が高まりを見せ

たことで、前期比で減収増益となりました。

この結果、当連結会計年度の売上高は、317億92百万円（前期比6.3％増）、営業利益12億87百万円（前期比68.5％

増）、経常利益14億31百万円（前期比52.5％増）となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は８億54百

万円（前期比70.5％増）となり、連結グループ経営を開始してから過去最高の売上高と利益を更新いたしました。

なお、「収益認識会計基準」の適用による影響額といたしまして、当連結会計年度の売上高が20億21百万円減少、

売上原価が20億２百万円減少いたしましたが、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微

であります。

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

（内装建材事業）

内装建材事業は、売上高は152億70百万円（前期比15.7％増）、営業利益は10億61百万円（前期比105.6％増）とな

りました。当連結会計年度においては、国内景気において不安定な状況が続きましたが、仕入価格相場に対応した価

格改定が順調であったことにより、前期比において増収増益となりました。

なお、「収益認識会計基準」の適用による影響額といたしまして、売上高が６億60百万円減少、売上原価が６億46

百万円減少いたしましたが、営業利益に与える影響は軽微であります。

（エクステリア事業）

エクステリア事業は、売上高は118億円（前期比3.0％減）、営業利益は５億72百万円（前期比10.3％増）となりま

した。当連結会計年度においては、住宅着工戸数が底堅く推移し、エクステリア商品の仕入価格が上昇するなど、厳

しい事業環境のなか、仕入価格等における取引先との契約条件の見直しが進んだことや、リフォーム需要の確実な取

り込みにより、前期比において、減収増益となりました。減収につきましては、「収益認識会計基準」の適用にとも

なう影響によるものであります。

なお、「収益認識会計基準」の適用による影響額といたしまして、売上高が12億７百万円減少、売上原価が12億２

百万円減少いたしましたが、営業利益に与える影響は軽微であります。

（住環境関連事業）

住環境関連事業は、売上高は47億96百万円（前期比4.9％増）、営業利益は２億23百万円（前期比16.0％増）とな

りました。当連結会計年度においては、中京圏における大型物件や工事案件が増加傾向になったことにより前期比に

おいて増収増益となりました。

なお、「収益認識会計基準」の適用による影響額といたしまして、売上高が１億53百万円減少、売上原価が１億53

百万円減少いたしましたが、営業利益に与える影響は軽微であります。

(2) 当期の財政状態の概況

① 資産

当連結会計年度末における資産合計は、211億９百万円で前連結会計年度末に比べ21億41百万円の増加となりまし

た。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ20億45百万円増加し、154億63百万円となりました。この主な要因は、現金

及び預金が５億27百万円、受取手形が１億12百万円、電子記録債権が４億90百万円、売掛金が６億77百万円、商品

が２億１百万円、流動資産のその他が35百万円増加したことによるものであります。
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2020年12月期 2021年12月期 2022年12月期

自己資本比率（％） 36.6 37.1 36.8

時価ベースの自己資本比率（％） 16.2 14.5 16.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％） － 115.2 77.6

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － 271.0 382.1

固定資産は、前連結会計年度末に比べ95百万円増加し、56億46百万円となりました。この主な要因は、機械装置

及び運搬具が12百万円、土地が１億６百万円、建設仮勘定が73百万円、繰延税金資産が24百万円増加し、建物及び

構築物が15百万円、顧客関連資産が53百万円、無形固定資産のその他が12百万円、投資有価証券が35百万円減少し

たことによるものであります。

② 負債

負債合計は、123億41百万円で前連結会計年度末に比べ13億32百万円の増加となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ16億43百万円増加し、115億15百万円となりました。この主な要因は、支払

手形及び買掛金が13億57百万円、電子記録債務が１億47百万円、未払法人税等が22百万円、賞与引当金が71百万

円、流動負債のその他が１億64百万円増加し、１年内返済予定の長期借入金が１億20百万円減少したことによるも

のであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ３億10百万円減少し、８億26百万円となりました。この主な要因は、長期

借入金が２億70百万円、繰延税金負債が71百万円減少し、役員退職慰労引当金が17百万円、固定負債のその他が13

百万円増加したことによるものであります。

③ 純資産

純資産合計は、87億68百万円で前連結会計年度末に比べ８億８百万円の増加となりました。この主な要因は、配

当金の支払及び親会社株主に帰属する当期純利益の計上等により利益剰余金が７億39百万円、非支配株主持分が68

百万円増加したことによるものであります。

(3) 当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年度に比べ５億27百万円増

加し、当連結会計年度末には55億25百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において営業活動の結果獲得した資金は、12億97百万円（前期は12億17百万円の獲得）となりまし

た。

これは主に、税金等調整前当期純利益14億31百万円、減価償却費96百万円、顧客関連資産償却額53百万円、賞与引

当金の増加71百万円、仕入債務の増加14億70百万円、その他による増加１億37百万円の一方で、売上債権の増加12億

46百万円、棚卸資産の増加１億88百万円、法人税等の支払額５億45百万円などによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は、２億20百万円（前期は２億１百万円の獲得）となりまし

た。

これは主に、定期預金の払戻による収入６億40百万円、投資有価証券の売却による収入39百万円、保険積立金の解

約による収入47百万円の一方で、定期預金の預入による支出６億40百万円、有形固定資産の取得による支出２億63百

万円、保険積立金の積立による支出37百万円などによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は、５億49百万円（前期は６億27百万円の使用）となりまし

た。

これは主に、長期借入れによる収入１億円の一方で、長期借入金の返済による支出４億91百万円、配当金の支払額

１億15百万円、非支配株主への配当金の支払額37百万円などによるものであります。

当社のキャッシュ・フロー指標トレンドは下記のとおりであります。

※ 自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

１．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

２．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としております。

３．2020年12月期については、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスのため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレス

ト・カバレッジ・レシオの表示はしておりません。
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(4) 今後の見通し

2023年度のわが国経済の見通しは、政府の各種政策による社会経済活動の活性化により新型コロナウイルス感染症

の影響が和らぎ、景気の持ち直しが期待されております。ただし、ロシア・ウクライナ情勢の長期化、世界的なイン

フレや円安など経済に与える影響により、先行きは不透明な状況が続くものと予想されます。

当社グループの今後の見通しにおきましては、2023年４月に近畿地方へ初進出となる内装建材事業の大阪営業所開

設を控えており、当初から目指していた相乗効果を発揮するため、中部地域においても一部エクステリア商品の取り

扱いを充実させることで、事業セグメントを横断した営業活動を進めて参ります。グループ会社間取引高は、連結開

始後年々増加してきており、事業用地の有効利用や仕入ネットワークの共有化等、グループ一体経営によるシナジー

効果を発揮して参ります。また、ガバナンス面におきましても、東証スタンダード市場への移行に併せて、監査役会

設置会社から監査等委員会設置会社に移行し、任意機関として指名報酬委員会を導入いたしました。新制度導入の趣

旨に即した実効性ある運用を伴うことで、従来以上のガバナンス体制を目指していく所存です。

なお、次期の連結業績予想は次のとおりであります。

売上高　　　　　　　　　　　　　 32,400 百万円

営業利益　　　　　　　　　　　　  1,320 百万円

経常利益　　　　　　　　　　　　　1,460 百万円

親会社株主に帰属する当期純利益　　  870 百万円
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、国際的な事業展開や資金調達を行っておりませんので、日本基準に基づき連結財務諸表を作成して

おります。
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当連結会計年度
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,418,564 5,946,037

受取手形及び売掛金 6,002,587 －

受取手形 － 2,161,738

電子記録債権 712,219 1,202,454

売掛金 － 4,630,157

商品 1,187,178 1,388,709

その他 100,774 136,001

貸倒引当金 △3,171 △1,353

流動資産合計 13,418,151 15,463,746

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 700,509 684,655

機械装置及び運搬具（純額） 48,167 60,329

土地 2,824,026 2,930,297

建設仮勘定 － 73,599

その他（純額） 33,016 31,253

有形固定資産合計 3,605,719 3,780,135

無形固定資産

顧客関連資産 431,561 377,616

その他 33,022 20,894

無形固定資産合計 464,583 398,510

投資その他の資産

投資有価証券 95,595 60,561

繰延税金資産 42,225 67,095

保険積立金 655,384 648,910

その他 734,416 737,588

貸倒引当金 △47,622 △46,749

投資その他の資産合計 1,480,000 1,467,405

固定資産合計 5,550,303 5,646,051

資産合計 18,968,455 21,109,798

３．連結財務諸表及び主な注記

(1) 連結貸借対照表
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当連結会計年度
(2022年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,347,257 8,704,684

電子記録債務 743,335 890,847

短期借入金 370,000 370,000

１年内返済予定の長期借入金 487,480 366,680

未払法人税等 332,078 355,055

賞与引当金 112,889 184,599

その他 478,832 643,574

流動負債合計 9,871,873 11,515,441

固定負債

長期借入金 533,403 262,557

繰延税金負債 215,382 143,962

役員退職慰労引当金 248,322 265,834

資産除去債務 26,407 26,596

その他 113,281 127,120

固定負債合計 1,136,798 826,071

負債合計 11,008,671 12,341,512

純資産の部

株主資本

資本金 885,134 885,134

資本剰余金 1,316,174 1,316,174

利益剰余金 4,949,951 5,689,152

自己株式 △123,779 △123,779

株主資本合計 7,027,481 7,766,682

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 11,393 11,828

その他の包括利益累計額合計 11,393 11,828

非支配株主持分 920,908 989,774

純資産合計 7,959,783 8,768,285

負債純資産合計 18,968,455 21,109,798
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（単位：千円）

前連結会計年度

（自　2021年１月１日

　　至　2021年12月31日）

当連結会計年度

（自　2022年１月１日

　　至　2022年12月31日）

売上高 29,909,632 31,792,843

売上原価 24,918,272 25,964,919

売上総利益 4,991,359 5,827,923

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 575,576 567,024

貸倒引当金繰入額 △10,621 △2,513

役員報酬 172,047 174,775

給料及び手当 1,828,099 1,985,663

賞与引当金繰入額 112,889 184,599

退職給付費用 54,434 43,753

役員退職慰労引当金繰入額 27,058 30,697

福利厚生費 377,679 405,130

賃借料 361,521 373,133

減価償却費 98,289 95,422

顧客関連資産償却額 53,945 53,945

その他 576,533 628,818

販売費及び一般管理費合計 4,227,453 4,540,450

営業利益 763,906 1,287,473

営業外収益

受取利息及び配当金 4,895 5,092

仕入割引 97,960 101,491

受取賃貸料 14,466 11,751

投資有価証券売却益 － 6,508

保険解約益 55,216 3,369

その他 21,897 33,613

営業外収益合計 194,435 161,828

営業外費用

支払利息 4,492 3,395

売上割引 12,661 －

賃貸費用 1,094 1,298

固定資産除却損 300 12,265

その他 1,410 955

営業外費用合計 19,958 17,914

経常利益 938,383 1,431,386

税金等調整前当期純利益 938,383 1,431,386

法人税、住民税及び事業税 430,722 562,487

法人税等調整額 △93,627 △94,393

法人税等合計 337,094 468,094

当期純利益 601,288 963,292

非支配株主に帰属する当期純利益 99,925 108,687

親会社株主に帰属する当期純利益 501,363 854,605

(2) 連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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（単位：千円）

前連結会計年度

（自　2021年１月１日

　　至　2021年12月31日）

当連結会計年度

（自　2022年１月１日

　　至　2022年12月31日）

当期純利益 601,288 963,292

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 9,912 △1,646

その他の包括利益合計 9,912 △1,646

包括利益 611,201 961,645

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 509,607 855,039

非支配株主に係る包括利益 101,594 106,606

（連結包括利益計算書）
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（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 885,134 1,316,174 4,538,607 △123,553 6,616,363

当期変動額

剰余金の配当 △90,019 △90,019

親会社株主に帰属する当期純利益 501,363 501,363

自己株式の取得 △226 △226

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － － 411,344 △226 411,117

当期末残高 885,134 1,316,174 4,949,951 △123,779 7,027,481

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

その他有価証券
評価差額金

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 3,150 3,150 853,353 7,472,867

当期変動額

剰余金の配当 △90,019

親会社株主に帰属する当期純利益 501,363

自己株式の取得 △226

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

8,243 8,243 67,554 75,798

当期変動額合計 8,243 8,243 67,554 486,916

当期末残高 11,393 11,393 920,908 7,959,783

(3) 連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 2021年１月１日　至 2021年12月31日）
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（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 885,134 1,316,174 4,949,951 △123,779 7,027,481

会計方針の変更による累積的影響額 △843 △843

会計方針の変更を反映した当期首残高 885,134 1,316,174 4,949,107 △123,779 7,026,638

当期変動額

剰余金の配当 △114,560 △114,560

親会社株主に帰属する当期純利益 854,605 854,605

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － － 740,044 － 740,044

当期末残高 885,134 1,316,174 5,689,152 △123,779 7,766,682

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

その他有価証券
評価差額金

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 11,393 11,393 920,908 7,959,783

会計方針の変更による累積的影響額 △843

会計方針の変更を反映した当期首残高 11,393 11,393 920,908 7,958,940

当期変動額

剰余金の配当 △114,560

親会社株主に帰属する当期純利益 854,605

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

434 434 68,866 69,300

当期変動額合計 434 434 68,866 809,344

当期末残高 11,828 11,828 989,774 8,768,285

当連結会計年度（自 2022年１月１日　至 2022年12月31日）
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（単位：千円）

前連結会計年度

（自　2021年１月１日

　　至　2021年12月31日）

当連結会計年度

（自　2022年１月１日

　　至　2022年12月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 938,383 1,431,386

減価償却費 99,049 96,129

顧客関連資産償却額 53,945 53,945

賞与引当金の増減額（△は減少） 11,909 71,710

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10,932 △2,690

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 26,178 17,512

受取利息及び受取配当金 △4,895 △5,092

保険解約益 △55,216 △3,369

支払利息 4,492 3,395

有形固定資産除売却損益（△は益） 300 12,265

投資有価証券売却損益（△は益） － △6,508

売上債権の増減額（△は増加） △28,041 △1,246,656

棚卸資産の増減額（△は増加） △354,301 △188,612

仕入債務の増減額（△は減少） 582,231 1,470,275

その他 39,992 137,345

小計 1,303,094 1,841,035

利息及び配当金の受取額 5,227 5,045

利息の支払額 △4,458 △3,351

法人税等の支払額 △140,000 △545,286

法人税等の還付額 53,751 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,217,615 1,297,443

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △430,003 △640,939

定期預金の払戻による収入 432,609 640,938

有形固定資産の取得による支出 △27,629 △263,407

有形固定資産の除却による支出 － △12,265

有形固定資産の売却による収入 5,601 3,436

無形固定資産の取得による支出 △4,994 △1,294

投資有価証券の取得による支出 △2,070 △1,293

投資有価証券の売却による収入 － 39,739

貸付けによる支出 △2,000 △3,000

貸付金の回収による収入 5,243 7,358

保険積立金の積立による支出 △43,979 △37,646

保険積立金の解約による収入 267,532 47,490

その他 710 △10

投資活動によるキャッシュ・フロー 201,020 △220,895

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 － 100,000

長期借入金の返済による支出 △499,980 △491,646

自己株式の取得による支出 △226 －

配当金の支払額 △90,125 △115,407

非支配株主への配当金の支払額 △34,040 △37,740

その他 △3,406 △4,283

財務活動によるキャッシュ・フロー △627,777 △549,076

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 790,857 527,471

現金及び現金同等物の期首残高 4,207,122 4,997,980

現金及び現金同等物の期末残高 4,997,980 5,525,452

(4) 連結キャッシュ・フロー計算書
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(5) 連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数

2社

連結子会社の名称

・株式会社アイシン

・アイエスライン株式会社

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は９月30日であり、連結決算日と３ヶ月異なっております。連結財務諸表の作成にあ

たっては、９月30日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。

３．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

……市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用

しております。

……市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産

商  品：移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方

法）により算定しております。

貯蔵品：最終仕入原価法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの

方法）により算定しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（但し1998年４月１日以降に取得した建物［建物附属設備を除く］並びに2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建　物　　８～38年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）によっております。

また、顧客関連資産については、その効果の及ぶ期間（10年）によっております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上してお

ります。
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③ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社では、主に内装建材及び建築金物・溶接金物・鉄線等の商品販売及びそれに附帯す

る工事、エクステリア商品の販売・据付を行っております。これら商品の支配が顧客に移転した時点で、

当該商品と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。なお、「収益認識に関する会計

基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品の販売において、出荷時から当該商品の

支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

一部の商品の販売については、他の当事者により商品が提供されるように手配することが履行義務であ

り、代理人として取引を行っていると判断しております。代理人に該当すると判断した取引については、

他の当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益とし

て認識しております。工事については、顧客の検収が完了した時点に、履行義務が充足されると判断して

いることから、当該時点において収益を認識しております。また、据付を要する商品については据付が完

了し顧客の検収が完了した時点に、顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断

していることから、当該時点において収益を認識しております。なお、売上割引については、顧客との契

約において約束された対価から売上割引の見積り金額を控除する方法で測定しております。

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

該当事項はありません。
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（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりであります。

(１)代理人取引に係る収益認識

一部の取引について、従来は、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識していましたが、顧客への財

又はサービスの提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額か

ら仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識することとしております。

(２)据付を要する商品に係る収益認識

一部の連結子会社について、顧客との契約の中で据付の義務を負う商品について、従来は、商品部分は出荷

時、役務部分は据付完了時に収益を認識していましたが、収益認識会計基準等に基づき履行義務の識別及びそ

の充足時点について検討を行った結果、商品の据付が完了した時点で、顧客は商品に対する支配を獲得し、一

部の連結子会社は履行義務を充足すると判断し、商品部分と役務部分を併せて収益を認識することとしており

ます。

(３)変動対価が含まれる取引に係る収益認識

売上割引について、従来は営業外費用に計上しておりましたが、顧客との契約において約束された対価から

売上割引の見積金額を控除する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首

の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。また、収益認識会計基準第86項ま

た書き(1)に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約

変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金

に加減しています。

また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当

連結会計年度より「受取手形」及び「売掛金」に区分して表示しております。ただし、収益認識会計基準第89-２

項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。

この結果、従来の方法に比べて、当連結会計年度の売上高が2,021,944千円減少し、売上原価は2,002,133千円減

少しましたが、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。また、利益剰余

金の当期首残高に与える影響も軽微であります。

１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「固定資産除却損」は営業外費用の総額

100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させる

ため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた1,711千

円は、「固定資産除却損」300千円、「その他」1,410千円として組み替えております。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「有形固定資産

除売却損益（△は益）」は金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この

表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」の「その他」に表示していた40,293千円は、「有形固定資産除売却損益（△は益）」300千円、「その他」

39,992千円として組み替えております。
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（単位：千円）

報告セグメント
合計

内装建材事業 エクステリア事業 住環境関連事業

売上高

外部顧客への売上高 13,193,294 12,143,266 4,573,071 29,909,632

セグメント間の内部売上高又は
振替高

502 20,766 － 21,268

計 13,193,797 12,164,032 4,573,071 29,930,901

セグメント利益 516,587 519,415 192,636 1,228,639

セグメント資産 6,059,802 6,426,585 2,111,300 14,597,687

その他の項目

減価償却費 30,386 36,692 12,389 79,468

有形固定資産及び無形固定資産
の増加額

13,837 20,806 3,894 38,538

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

当社グループは、「内装建材事業」、「エクステリア事業」、「住環境関連事業」の３区分を報告セグメ

ントとしております。当社が「内装建材事業」及び「住環境関連事業」を、株式会社アイシン及びアイエス

ライン株式会社が「エクステリア事業」を担っております。なお、市場、顧客の種類及び製品の内容が概ね

類似している事業セグメントを集約しております。

「内装建材事業」は、内装工事業向けに軽量鋼製下地材・石膏ボード等の内装工事用資材の販売を行って

おります。

「エクステリア事業」は、外構工事業向けにエクステリア資材・石材等の販売を行っております。

「住環境関連事業」は、内装・外壁・屋根・板金等の建設工事業向けに建築金物等・ALC金具副資材・鉄

線・溶接金網・カラー鉄板・環境関連（太陽光発電・エコキュート）・窯業建材金具副資材の販売を行って

おります。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

また、「注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおり、収益認識基準等を当連結会計年度の期首から適

用し、収益認識に関する会計処理の方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の測定方法を同様

に変更しております。

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度におけるセグメント売上高は内装建材事業で660,533

千円減少、エクステリア事業で1,207,782千円減少、住環境関連事業で153,628千円減少しております。な

お、セグメント利益に与える影響は軽微であります。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

前連結会計年度（自 2021年１月１日　至 2021年12月31日）
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（単位：千円）

報告セグメント
合計

内装建材事業 エクステリア事業 住環境関連事業

売上高

顧客との契約から生じる収益 15,270,950 11,725,102 4,796,789 31,792,843

外部顧客への売上高 15,270,950 11,725,102 4,796,789 31,792,843

セグメント間の内部売上高又は
振替高

－ 75,194 － 75,194

計 15,270,950 11,800,297 4,796,789 31,868,037

セグメント利益 1,061,846 572,673 223,495 1,858,015

セグメント資産 7,241,286 6,587,049 2,325,747 16,154,083

その他の項目

減価償却費 27,997 36,982 11,915 76,896

有形固定資産及び無形固定資産
の増加額

81,156 144,780 19,090 245,026

利益 前連結会計年度（千円） 当連結会計年度（千円）

報告セグメント計 1,228,639 1,858,015

全社費用（注） △464,732 △570,542

連結財務諸表の営業利益 763,906 1,287,473

資産 前連結会計年度（千円） 当連結会計年度（千円）

報告セグメント計 14,597,687 16,154,083

全社資産（注） 4,370,767 4,955,714

連結財務諸表の資産合計 18,968,455 21,109,798

その他の項目

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結会計年度

（千円）

当連結会計年度

（千円）

前連結会計年度

（千円）

当連結会計年度

（千円）

前連結会計年度

（千円）

当連結会計年度

（千円）

減価償却費 79,468 76,896 18,820 18,526 98,289 95,422

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

38,538 245,026 9,033 13,988 47,571 259,015

当連結会計年度（自 2022年１月１日　至 2022年12月31日）

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（注）全社費用及び全社資産は、報告セグメントに帰属しない当社の管理部門にかかる費用及び資産であります。
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内装建材事業 エクステリア事業 住環境関連事業 合計

外部顧客への売上高 13,193,294 12,143,266 4,573,071 29,909,632

内装建材事業 エクステリア事業 住環境関連事業 合計

外部顧客への売上高 15,270,950 11,725,102 4,796,789 31,792,843

【関連情報】

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）
１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

２．地域ごとの情報
(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産
本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報
連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客が存在しないため、記載を省略しております。

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）
１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

２．地域ごとの情報
(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産
本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報
連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客が存在しないため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】
前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）
該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）
該当事項はありません。
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前連結会計年度
（自　2021年１月１日

至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日

至　2022年12月31日）

１株当たり純資産額 4,300円95銭 4,752円89銭

１株当たり当期純利益 306円33銭 522円19銭

前連結会計年度
（自　2021年１月１日

至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日

至　2022年12月31日）

純資産の部の合計額（千円） 7,959,783 8,768,285

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 920,908 989,774

（うち非支配株主持分（千円）） （920,908） （989,774）

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 7,038,875 7,778,510

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数（株）

1,636,585 1,636,585

前連結会計年度
（自　2021年１月１日

至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日

至　2022年12月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 501,363 854,605

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利
益（千円）

501,363 854,605

普通株式の期中平均株式数（株） 1,636,661 1,636,585

（１株当たり情報）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
２．（会計方針の変更）に記載のとおり、当連結会計年度の期首から「収益認識に関する会計基準」等を適用し、

当該会計基準に定める経過的な取扱いに従っております。これに伴う当連結会計年度の１株当たり純資産額及
び１株当たり当期純利益に与える影響は軽微であります。

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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取 　　 　締　　 　 役

経　営　管　理　室　長
　　成　田　　哲　人 (現　 執行役員　経理部長兼経営管理室長）

取 　　 　締　　 　 役 　　大　橋　　伸　子 (現　 大橋伸子公認会計士事務所 代表)

執 行 役 員（営　業　副　本　部　長　兼

中部地区内装・ALC事業統括兼開発事業部長）
　斎　藤　　陽　介 (現　 営業副本部長）

４．その他

役員の異動

①その他の役員の異動

・新任取締役候補（就任予定 2023年３月28日）

（注）大橋伸子氏は社外取締役候補者であります。

・退任予定取締役（退任予定 2023年３月28日）

取締役　伊藤　人勝

社外取締役　丹羽　正夫

②執行役員（就任予定 2023年４月１日）
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